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• 自動運転を巡って世界がしのぎを削っており、足元は無線通信技術の活用も必要とされる中で、業界の

垣根を越えたさまざまなプレイヤーが開発を行っている。

• 特許情報をもとにした分析により自動運転、隊列走行の技術価値を分析すると、自動運転における価値

のシフトや、隊列走行における2種類の主要な技術など、技術開発のトレンドが浮かび上がる。

• 隊列走行分野ではOEMとIT系企業の提携が増加すると予想され、特に技術のブレイクスルーとなるポ

テンシャルのあるスタートアップを他社に先駆けてみつけ、協力関係を構築することが重要になるだろう。

要旨

特許分析からみる自動運転技術の将来展望
産業調査ソリューション室 前川 大、佐無田 啓

自 動 車 の 変 革 を 表 す CASE の 中 で も 、 A

（ Autonomous ） に あ た る 自 動 運 転 は 、 C

（Connected、通信）やE（Electric、電動化）を伴い

つつ自動車産業に変化をもたらすものと考えられ

る。本稿では、自動運転の技術開発動向について

特許をもとにした分析を実施し、社会実装に向け

て今後どのような取り組みが各社に求められるの

か考察する。

1.自動運転技術開発の現状整理

世界で初めて自動運転に関する構想を打ち出

したのは20世紀前半のGM（米）といわれており、

以来米国を中心に自動運転の実現に向けた取り

組みが進められてきた。国内でも1960年ごろから

自動運転に関する研究がスタートし、現在では政

府が主導して開発を押し進める中国をはじめ、世

界が自動運転技術を巡りしのぎを削る状況にある。

自動運転の自動化度合いを図る指標として最も

一般的なのは、2016年にSAE（米国自動車技術

者協会）が定めたレベル1～5の5段階区分である

（図表1-1）。各レベルでは運転時にドライバーと機

械が担う領域が異なっているが、あらゆる環境に対

図表1-1 SAEによる自動運転レベル区分

（備考）SAE資料により日本政策投資銀行作成
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応した安全運行を実現するうえで、機械が担う領域

が拡大するレベル3以上では周辺環境を踏まえた

より高精度な判断が求められるようになり、開発の

難易度は大幅に上昇する。他方、高度な自動運転

が社会実装されることでヒューマンエラーがなくなり、

交通事故による死者数をゼロにする社会価値の創

出が可能になる。自動車メーカー各社、さらに各国

政府ではより高いレベルの自動運転技術を実現す

べく取り組みを進めている。

これまでの自動運転開発については、レベル1～

2の運転支援実現を目的に、ADAS （Advanced

Driver-Assistance Systems ）によるドライバーサ

ポート技術が発展してきた。他方、今後レベル3以

上の自動運転の実装を進める段階においては、

ADASのみでは対応が困難であり、V2X（Vehicle

to Everything）により車両とあらゆるモノを無線通

信で接続し、周辺環境を把握する必要がある。開

発にかかわるプレイヤーについても、OEMやサプ

ライヤーといった従来の自動車業界の事業者だけ

による技術高度化には限界も感じられつつあり、通

信技術に強みを有するIT系企業や電機メーカーな

ど、業界の垣根を越えた新たなプレイヤーが参入

してきている。

レベル3の実用化に近い技術のひとつとして、ト

ラックの隊列走行が挙げられる。すでに国内外でさ

まざまな実証実験が行われており、米国では一部

商業利用が開始されるなど、まさに足元実装が進

みつつある技術であり、注目を集めている。

隊列走行の実現に際しては、先行車両の操舵を

後方車両がデータとして受領するための車両間通

信に関する技術が求められ、従来のADASと組み

合わせることで後方車両の操舵を行う（図表1-2）。

こ う し た 機 能 は CACC （ Cooperative Adaptive

Cruise Control）と呼ばれ、車両間通信により従来

のACC（Adaptive Cruise Control）と比べ車間距

離をきめ細かく制御することができるのが特徴であ

る。CACCを構成する2種類の技術（ADAS、車両

間通信）の変遷をみることで、隊列走行およびより

高度な自動運転技術に関して、今後の社会実装の

流れを推測することが可能と考えられる。

2.自動運転・隊列走行に関する特許価値分析

各種の自動運転技術について、今後の社会実

装の方向を占うためには、企業の取り組みを定性

的に確認するだけでなく、各社の技術が自動運転

の社会実装に貢献する価値を定量的に示すことが
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図表1-2 隊列走行を構成する主な技術

（備考）国土交通省資料により日本政策投資銀行作成
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有用である。本稿では、自動運転に関する技術開

発動向の整理にあたって、各社が保有する特許に

着目した分析を行った。特許情報は一般に各国特

許庁のデータベース上で公開されており、技術の

内容、技術開発にあたって引用した特許、出願国

など、さまざまな情報を取得することが可能である

特許分析・コンサルティング企業であるPatentSight

（独）は、こうした公開情報から特許ファミリー1件ご

との価値（Competitive Impact：CI）を算出し、各特

許価値の総和をPatent Asset Index（PAI）と定義し

て技術力の定量化を行う。CIは（1）対象特許がほ

かの特許からどの程度引用されているかの相対的

尺度であるTechnology Relevance、（2）対象特許

の出願国の市場規模を示すMarket Coverageの2

つをもとに、平均値を1として正規化された数値で

ある（図表2-1）。この評価手法の考え方は一般に

公開されており、特許の技術的価値と市場価値を

統合した直観的な指標となっている。以下では同

社の手法をもとに自動運転技術の動向について分

析を行う。

本分析で用いる自動運転関連特許群および隊

列走行関連特許群を図表2-2のとおり設定した。以

下では、それぞれの特許群において技術がどのよ

うに変化し、足元どのような技術が注目されている

のか整理する。

2-1.自動運転

図表2-3は、自動運転関連特許群に含まれる

Technology ClusterごとのCIを時系列で示したもの

である。このグラフから、2000年代中ごろに盛り上

がりをみせた駐車支援（①）関連特許、2010年代

中ごろに注目された運転経路特定（②）関連特許

のCIが低下しており、一方で足元は地図情報（③）、

データ利用（④）関連特許のCIが高いことがわかる。

この流れは、駐車支援機能に端を発し、駐車時以

外でもADASを活用して車両の操舵を行い、さらに

通信技術の発展により地図情報の獲得を含むデー

タ活用を進めてきた自動運転技術の発展の経緯と

も符合する。また、図表2-4では上記Technology

Clusterに該当する特許について、各プレイヤーの

特許ファミリー数を業界別に円の大きさで示してお

り、駐車支援についてはOEMやサプライヤー、地

図情報はMobileye（イスラエル）やNvidia（米）、

Baidu（中）といったIT系企業を中心に特許を保有

することがわかる。

以上から2つのポイントが示される。（1）自動運転

の技術開発が進展する中で、注目される領域が変

化している。（2）従来自動運転開発の主役であっ

たOEMやサプライヤーなどのプレイヤーに対し、

近年ではIT系企業の保有する特許が注目度を高

めており、自動運転の社会実装に向けてはIT系企

業の取り組みが不可欠となっている。

図表2-1 PatentSightによる特許価値分析の手法

（備考）© LexisNexis PatentSight資料により日本政策投資銀行作成
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（備考）© LexisNexis PatentSightデータにより日本政策投資
銀行作成（データ時点は2021年12月末）

③ Map 
information

④ Data 
samples

② Intelligent 
navigation

① Parking 
assisting

0

10

20

30

40

50

2000 05 10 15 20

C
om

pe
tit

iv
e 

Im
pa

ct

（暦年）

図表2-2 自動運転関連特許群、隊列走行関連特許群の定義

（備考）© LexisNexis PatentSight資料により日本政策投資銀行作成（データ時点は2021年12月末）

（備考）1. © LexisNexis PatentSightデータにより日本政策投資
（備考）1.銀行作成（データ時点は2021年12月末）
（備考）2.特許ファミリー数の多い順にソート
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*** スイス特許庁の技術区分に基づきPatentSightが作成した特許群
*** International Patent Classification ：国際特許分類
*** AIによるテキストマイニングに基づきPatentSightが独自に作成した技術分類
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2-2.隊列走行

図表 2-5は、隊列走行関連特許群における

Technology Clusterごとの分布を示したものであり、

外側にいくほど詳細な技術分類を確認することが

できる。ここから、隊列走行関連特許について運転

支援（⑤）と車両間通信（⑥）という2つの技術分類

に お け る PAIが 高 い こ と が わ か る 。 こ れ ら の

Technology Clusterについて特許ファミリー数、CI、

PAIの推移をみると、2010年代前半ごろからPAIを

伸ばしていた運転支援に対し、近年では車両間通

信分野のPAIが高まっていることがわかる（図表2-

6）。ここから、上述したCACCに関する2種類の主

要技術が特許の観点からも注目度を高めているこ

とがわかる。隊列走行に関する技術開発が進み、

実証実験も繰り返されてきたが、車両間通信に関

する特許が価値を伸ばしてきたことで、CACCに必

要な2つの技術を活用できる環境が整ってきたと考

えられる。

2-3.隊列走行分野における企業間提携の可能性

運転支援と車両間通信それぞれにおける主要企

業のPAIを図表2-7に示す。この図から、各企業は

隊列走行に関する2つの主要技術のうち一方に強

みを有するケースが多いことがわかる。それぞれの

技術分類にはOEMやサプライヤー、IT系企業など

が分散していることから、業界特性というより個々の

企業による隊列走行技術開発の方向の違いといえ

よう。この分析から、隊列走行の実用化に向けては、

得意領域の異なる2社間での提携により、それぞれ

の技術を組み合わせたCACCとして活用することが

有用であると推測される。

実際、こうした動きは一部で進みつつある。一例

と して 、デン ソーの米国子会社である Denso

International Americaが 2015年 5月に発表した

Peloton Technology（米）への出資が挙げられる。

この提携は、車両間通信分野に強いデンソーが要

素技術の不足を補うべく、運転支援分野に強い

Pelotonに出資した事例ととらえられる。また、自動

運転トラック開発を手がける中国系スタートアップ

のTuSimple（米上場）に対して、2020年9月にVW

グループ（独）の商用車子会社であるTraton（独）

が出資を発表している。Tratonは自社が製造するト

ラ ッ ク に お い て 、 車 両 間 通 信 分 野 に 優 れ る

TuSimpleのシステムを搭載し、レベル4自動運転

の実用化を目指して欧州内での実証実験を進めて

いる。

図表2-5 隊列走行関連特許の分類別PAI構成 図表2-6 主要分類におけるPAI推移（2012～14年）
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異なる技術の組み合わせではないものの、

Continental（独）とKnorr-Bremse（独）の2018年9

月の提携も興味深い。両者とも車両間通信分野に

強みを有し、提携により隊列走行開発を加速させる

とともに、将来的には高速道路での商用車自動運

転を進めるとしている。上述した仮説とは異なるも

のの、同様に有用な提携であると考えられる（図表

2-8）。

3.特許価値分析からみえる自動運転の社会実装

に向けた今後の方向性

ここまで、自動運転関連技術のトレンドについて、

特許による技術価値分析を紹介してきた。最後に、

今後の自動運転開発の方向性について考察する。

自動運転においてIT系企業の存在感は高まっ

ており、特にレベル4やレベル5といった高レベルの

自動運転技術を開発するに際しては、地図情報の

活用に加え、高速・大容量かつ遅延の少ない5G通

信技術や、周辺環境データを踏まえた最適な走行

判断を学習するディープラーニングといった技術の

活用が必要不可欠になってくる。従来主役を務め

たOEMやサプライヤーにとって、IT系企業の参入

は脅威となる一方で、こうした技術を保有する企業

と提携し、自社の自動運転車両に組み込むことで、

これまで以上に精度の高い複雑な自動運転への

対応が可能になると予想される。

図表2-7 主要企業・分類別隊列走行関連特許のPAI
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2. バブルサイズ：PAI
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隊列走行分野においては、事業者間の提携が

今後ますます加速することが予想される。車両間通

信の技術に関しては現状さまざまなプレイヤーが

特許を保有しているが、中でもIT系企業の存在感

は大きく、TratonのTuSimpleへの出資に代表され

る、OEMとIT系企業との提携事例も今後さらに増

加するだろう。従来の自動車産業において受発注

の関係にあったOEMとサプライヤーの階層構造か

ら、階層にとらわれず共同で開発を進めるパート

ナーとして、IT系企業を含む各社の連携や協業が

促され、これまでの産業構造から大きな変革を迎え

ることとなる（図表3）。

さらに、IT系企業の中でもPeloton Technology

やTuSimpleといったスタートアップの活躍には目を

見張るものがある。企業規模が小さい分、技術開

発においても小回りのきく対応が可能であり、隊列

走行に特化したシステム開発など、大企業では特

化した開発の難しい技術領域において、高い技術

を有する企業が存在する。こうした技術は高度な自

動運転の社会実装に向けたブレイクスルーとなりう

ることから、技術開発競争の渦中にいるOEMやサ

プライヤーにとって、こうした独自技術を有するス

タートアップを他社に先駆けて発見し、資本提携な

どにより協力関係を構築することが、競争上の優位

を確立するために必要になるだろう。

多数のスタートアップの中から優れた技術を探索

するという観点においても、特許価値分析は有用

である。保有する特許数は少なくとも価値の高い特

許を保有するプレイヤーを探索することで、上記の

ように技術のブレイクスルーとなるポテンシャルのあ

発表年月 概要 強みを踏まえた提携パターン

2015年5月
Denso International AmericaがPeloton 
Technologyに出資

車両間通信（デンソー）
×

運転支援（Peloton）

2018年9月
ContinentalとKnorr-Bremseが自動運転
開発に係る提携を実施

車両間通信（Continental）
×

車両間通信（Knorr-Bremse）

2020年9月
VWグループの商用車子会社Tratonが
TuSimpleに少額出資

運転支援（VW）
×

車両間通信（TuSimple）

図表2-8 隊列走行分野における提携事例

（備考）各種資料により日本政策投資銀行作成

OEM

Tier1

Tier2～

OEM

メガ
サプライヤー

IT系企業
スタートアップ

サプライヤー②サプライヤー① ・・・

図表3 自動車業界における産業構造の変化

（備考）日本政策投資銀行作成
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る企業をみつけることができる。

従来、特許情報は知財部門が取り扱っており、

研究開発部門や企画部門がその内容を十分に把

握していないケースが多かった。しかし、自動運転

や隊列走行の分析で示したとおり、特許を基にした

技術価値の把握により、これまでのトレンドなどから

将来の技術開発の方向性に関する示唆を得られる

ことから、今後はこうした情報を全社展開することで、

各社が事業戦略を検討する材料として活用するこ

とも考えられよう。

本稿では、特許を基に自動運転、隊列走行に関

する技術トレンドを紹介し、今後の社会実装に向け

た取り組みの方向性を示唆した。特許が持つ情報

は技術の将来を占ううえで有用であり、自動運転以

外でも幅広い分野での活用が期待される。引き続

き各分野での分析を実施し、提携を含む技術発展

の可能性を示していきたい。
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